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問題 
 

①建物を目的とする抵当権の抵当権者は，その建物の賃料債権が譲渡され，第三者に対する対抗要

件が備えられた後であっても，その賃料債権を差し押さえて物上代位権を行使することができる。 

 

 

 

②自己所有の土地上に建物を所有するＢが，土地及び建物の双方についてＡのために抵当権を設定

した。この場合に，抵当権者Ａの申立てによる競売によって，土地と建物の所有者が異なるに至

ったときは，法定地上権が成立する。 

 

 

 

③土地とその上の建物を所有している甲が土地のみに抵当権を設定したが，建物は未登記であった

場合において，競売により乙が土地を買い受けたときは，法定地上権は成立しない。 

 

 

 

④更地を所有している甲が，更地に抵当権を設定した後，抵当権者の承諾を得て更地の上に建物を

建築した場合において，競売により乙が土地を買い受けたときは，法定地上権は成立しない。 

 

 

 

⑤Ａが所有する土地及び同土地上の建物双方について，Ｂのために共同抵当権が設定された後，当

該建物が取り壊され，建物が再築されたが，当該新築建物には抵当権は設定されなかった場合，

土地のみについて抵当権が実行されてＣが買受人となったとき，法定地上権が成立する。 

 

 

 

⑥Ａが，その所有する甲土地にＢのために抵当権を設定した当時，甲土地上にＡ及びＣが共有する

乙建物が存在し，その抵当権が実行され，Ｄが甲土地の所有者になったときは，乙建物のための

法定地上権が成立する。 

 

 

 

⑦Ｂが，借地上の自己所有の建物について，Ａのために抵当権を設定した後，競売の申立て前に敷

地の所有権を取得した。この場合に，抵当権者Ａの申立てによる競売によって，土地と建物の所

有者が異なるに至ったときは，法定地上権が成立する。 

 

 

 

⑧Ａが，その所有する更地である甲土地にＢのために抵当権を設定した後，甲土地上に乙建物を建

築し，その後，Ｃのために甲土地に抵当権を設定した場合において，Ｃの申立てに基づいて抵当

権が実行されたときは，乙建物のために法定地上権が成立する。 
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⑨抵当不動産につき地上権を取得した者は，消滅請求権を行使することができるが，抵当不動産に

つき賃借権を取得した者は，消滅請求権を行使することができない。 

 

 

 

⑩抵当不動産の停止条件付第三取得者は，その停止条件の成否が未定である間であっても，抵当権

消滅請求をすることができる。 

 

 

 

⑪動産質権の設定は，債権者に対して質物を占有改定の方法で引き渡すことによっても，その効力

を生ずる。 

 

 

 

⑫不動産質権者は，質権設定者の承諾を得なければ，目的不動産を他人に賃貸することができない。 

 

 

 

⑬動産質権者は，他人によって質物の占有を奪われた場合には，動産質権に基づいて目的物の返還

を請求することができる。 

 

 

 

⑭質権者が質権の設定を受けた後に質権設定者に質物を返還した場合，動産質では質権を第三者に

対抗することができなくなるが，不動産質では質権の効力に影響はない。 

 

 

 

⑮ＡがＢに対して甲建物を賃貸している場合に，Ａ及びＢは，賃貸借契約を合意解除した。この場

合において，Ｂが解除前にＡの承諾を得た上で甲建物に造作を施していたときは，Ｂは，造作の

買取請求権に基づき甲建物を留置することができる。 

 

 

 

⑯土地が二重譲渡され，第２の買主へ所有権移転登記がされた場合，第１の買主は，第２の買主か

らの土地明渡請求に対して，自己への所有権移転が履行不能となったことを理由として得た損害

賠償債権をもって当該土地につき留置権を主張することができる。 

 

 

 

⑰Ａを賃貸人，Ｂを賃借人とする甲建物の賃貸借契約がＢの債務不履行を理由に解除された場合に

おいて，Ｂが占有権原がないことを知りながら引き続き甲建物を占有し，有益費を支出したとき

は，Ｂは，Ａに対する有益費償還請求権に基づく甲建物についての留置権を主張して，ＡのＢに

対する甲建物の明渡請求を拒むことができる。 
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⑱賃借人が賃借不動産に備え付けた動産が賃借人の所有物でない場合には，賃貸人がこれを賃借人

の所有物であると過失なく誤信したときであっても，当該動産について，不動産賃貸の先取特権

は成立しない。 

 

 

 

⑲同一の不動産について不動産保存の先取特権と不動産工事の先取特権が互いに競合する場合には，

不動産保存の先取特権が優先する。 

 

 

 

⑳不動産保存の先取特権は，保存行為が完了した後直ちに登記をした場合には，その登記の前後を

問わず，抵当権に優先して行使することができる。 

 

 

 

㉑不動産の売買の先取特権は，売買契約と同時に，不動産の代価又はその利息の弁済がされていな

い旨を登記した場合には，その前に登記された抵当権に先立って行使することができる。 

 

 

 

㉒譲渡担保権の設定者は，譲渡担保権が実行されるまでは，譲渡担保権が設定された目的物を正当

な権原なく占有する者に対し，その返還を請求することができる。 

 

 

 

㉓Ａは，Ｂの所有する甲動産について譲渡担保権の設定を受け，占有改定の方法によりその引渡し

を受けた。その後，Ｃも，甲動産についてＢから譲渡担保権の設定を受け，占有改定の方法によ

りその引渡しを受けた。この場合において，Ｃは，甲動産について，Ａが譲渡担保権を実行する

前に，自ら譲渡担保権を実行することができない。 

 

 

 

㉔譲渡担保権者が被担保債権の弁済期後に目的不動産を第三者に譲渡した場合には，譲渡担保権を

設定した債務者は，当該第三者の主観的態様にかかわらず，債務の全額を弁済して目的不動産を

受け戻すことができない。 

 

 

 

㉕譲渡担保権の設定者は，被担保債権の弁済期を経過した後においては，譲渡担保の目的物につい

ての受戻権を放棄して，譲渡担保権者に対し，譲渡担保の目的物の評価額から被担保債権額を控

除した金額の清算金を請求することができる。 
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答案用紙 
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